
令和７年規則第３１号 

 

鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例（令和７年条例第２０号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （用語） 

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。 

 （埋立て等） 

第３条 条例第２条第２号の規則で定める行為は、次に掲げる施設又は土地の区域内において行う土砂等の埋立て等とする。 

 ⑴ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）第５条第２項に規定する一般廃棄物の最終処分場及び同

令第７条第１４号に規定する産業廃棄物の最終処分場 

 ⑵ 汚染土壌処理業に関する省令（平成２１年環境省令第１０号）第１条第３号に規定する埋立処理施設 

 ⑶ 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第６条第１項及び第１１条第 1項の規定により指定された土地の区域（同法第６条第

１項に規定する汚染の除去等の措置が行われる場合に限る。） 

 （安全基準等） 

第４条 条例第２条第４号の規則で定める基準は、土砂等の安全基準（土壌の汚染に係る環境基準について（平成３年環境庁告示第４６

号）の別表（同表中農用地に係る部分を除く｡）の規定の例による基準をいう。以下この項において同じ｡）によるものとする。ただし、

条例第２１条第５項の規定を適用する場合における安全基準等については、土砂等の安全基準及び水質の安全基準（地下水の水質汚濁

に係る環境基準について（平成９年環境庁告示第１０号）の別表（硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素に係る部分を除く｡）及び土壌汚染対

策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）の別表第２（有機りん化合物に係る部分に限る｡）の規定の例による基準をいう｡）によ

るものとする。 

２ 市長は、前項の安全基準等を変更しようとするときは、あらかじめ鳥栖市環境審議会の意見を聴かなければならない。 

 （周辺住民等） 

第５条 条例第２条第７号の規則で定めるものは、特定事業区域の境界線から２０メートル以内の範囲内に存する土地又は建物の所有者

（当該所有者を知ることができず、又はその所在を知ることができない場合を除く。）、住民及び当該範囲が属する自治会とする。 

 



 （公共的団体） 

第６条 条例第７条第１項第１号の規則で定める公共的団体は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 西日本高速道路株式会社及び日本下水道事業団 

 ⑵ 独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人 

 ⑶ 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）に基づき設立された国立大学法人及び大学共同利用機関法人 

 ⑷ 地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に基づき設立された地方住宅供給公社 

 ⑸ 地方道路公社法（昭和４５年法律第８２号）に基づき設立された地方道路公社 

 ⑹ 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）に基づき設立された土地開発公社 

 ⑺ 地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）に基づき設立された地方独立行政法人及び公立大学法人 

 ⑻ 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１０条第１項の規定により認可された土地改良区及び同法第７７条第２項の規定によ

り認可された土地改良区連合（これらの者が同法の規定に基づく土地改良事業を行う場合に限る。） 

 ⑼ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１４条第１項の規定により認可された土地区画整理組合（同法の規定に基づく土

地区画整理事業を行う場合に限る。） 

 ⑽ 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第１１条第１項の規定により認可された市街地再開発組合（同法の規定に基づく市街地

再開発事業を行う場合に限る。） 

 ⑾ 前各号に掲げるもののほか、国の機関又は地方公共団体が、資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資して

いる法人であって、土砂等を適正に処理することに関し、国の機関又は地方公共団体と同等以上の業務遂行能力があると市長が認め

たもの 

 （土砂等の埋立て等） 

第７条 条例第７条第１項第４号の規則で定める土砂等の埋立て等は、次のとおりとする。 

 ⑴ 次に掲げる法令の規定による許可を受けて行うもの 

  ア 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の２第１項及び第３４条第２項（同法第４４条において準用する場合を含む。） 

  イ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３２条第１項及び第９１条第１項 

  ウ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第７６条第１項 

  エ 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第５条第１項及び第６条第１項（同法第３３条第４項において準用する場合を含む。） 

  オ 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第１８条第１項及び第４２条第１項 

  カ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１２条第１項及び第３０条第１項 

  キ 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第２４条、第２６条第１項、第２７条第１項、第５５条第１項、第５７条第１項、第５８



条の４第１項及び第５８条の６第１項 

  ク 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項及び第２項並びに第５２条の２第１項 

  ケ 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第６６条第１項 

  コ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第７条第１項 

  サ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第１０条第１項 

  シ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第１項及び第５条第１項 

  ス 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第１５条の２第１項 

  セ 都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第１４条第１項 

 ⑵ 次に掲げる法令の規定による認可を受けて行うもの 

  ア 土地区画整理法第４条第１項、第１４条第１項及び第３項並びに第５１条の２第１項 

  イ 都市計画法第５９条第４項 

  ウ 都市再開発法第７条の９第１項、第１１条第１項及び第３項並びに第５０条の２第１項 

 ⑶ 都市再開発法第１２９条の２第１項の規定による認定を受けて行うもの 

 ⑷ 次に掲げる法令の規定による承認を受けて行うもの 

  ア 道路法第２４条 

  イ 地すべり等防止法第１１条第１項 

  ウ 河川法第２０条 

 ⑸ 次に掲げる法令の規定による届出をした上で行うもの 

  ア 駐車場法（昭和３２年法律第１０６号）第１２条 

  イ 宅地造成及び特定盛土等規制法第２７条第１項 

 ⑹ 土地改良法に基づく土地改良事業を行う者がその事業において行うもの 

 ⑺ 土地区画整理法に基づく土地区画整理事業を行う者がその事業において行うもの 

 ⑻ 土砂等の埋立て等に供する区域における土砂等の埋立て等を行う前の地盤面の最も低い地点と土砂等の埋立て等によって生じた

地盤面の最も高い地点との垂直距離が１メートル未満である土砂等の埋立て等 

 ⑼ 運動場、駐車場その他の施設の本来の機能を保全するために行うもの 

 ⑽ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者が公の施設の管理として行うもの 

 ⑾ 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行うもの 

 ⑿ 前各号に掲げるもののほか、市長が前各号に準ずると認めるもの 



 （土地所有者に対する説明事項） 

第８条 条例第７条第２項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 ⑵ 特定事業に供する区域（以下「特定事業区域」という｡）の位置及び面積 

 ⑶ 特定事業の用に供する施設の設置に関する計画 

 ⑷ 特定事業の施行を管理する事務所（以下「現場事務所」という｡）の所在地 

 ⑸ 現場事務所において特定事業の施行を管理する者（以下「現場責任者」という｡）の氏名 

 ⑹ 特定事業に使用される土砂等の量 

 ⑺ 特定事業の施行期間 

 ⑻ 特定事業が完了した場合における特定事業区域及び特定事業の用に供する施設（以下「特定事業場」という。）の構造（当該特定

事業が他の場所への土砂等の搬出を目的とした一時的な事業（以下「一時的堆積事業」という｡）にあっては、土砂等の最大堆積時

における当該特定事業場の構造） 

 ⑼ 特定事業が施行されている間において特定事業場の区域外への土砂等の崩落等の発生を防止するための措置 

 （許可の申請） 

第９条 条例第８条第１項の許可の申請は、特定事業許可申請書（様式第１号）により行わなければならない。 

２ 条例第８条第１項第１０号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 特定事業の目的 

 ⑵ 条例第７条第１項の許可を受けようとする者（以下「申請者」という。）が法人である場合には、その役員の氏名 

 ⑶ 申請者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者（以下「未成年者」という。）である場合には、法定代理人の氏

名及び住所（法定代理人が法人である場合には、その名称及び住所並びにその役員の氏名及び住所） 

 ⑷ 一時的堆積事業にあっては、土砂等の最大堆積時における土砂等の量 

 ⑸ その他市長が必要と認める事項 

３ 条例第８条第２項の規則で定める書類及び図面は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 申請者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書及び役員の住民票の写し） 

 ⑵ 申請者が未成年者である場合には、法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合には、登記事項証明書及び役員の住

民票の写し） 

 ⑶ 特定事業の施行に関する計画書 

 ⑷ 特定事業場の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の図面 



 ⑸ 特定事業場の計画平面図及び計画断面図（一時的堆積事業にあっては、土砂等の最大堆積時における計画平面図及び計画断面図）

で、特定事業の施行前の状況を確認することができるもの 

 ⑹ 特定事業区域の土地の登記事項証明書（申請者が当該土地の所有者でない場合にあっては、当該土地の登記事項証明書及び当該土

地についての使用権原を証する書類）及び特定事業場の公図の写し 

 ⑺ 特定事業に使用される土砂等の量（一時的堆積事業にあっては、土砂等の最大堆積時における土砂等の量）の積算を記載した計算

書 

 ⑻ 次条に定める基準に適合していることを確認できる書類 

 ⑼ 特定事業場の周辺住民等への当該特定事業についての周知状況を示す書類及び当該特定事業区域の土地の所有者、占有者又は管理

者（以下「土地所有者等」という。）に説明したことを示す書類 

 ⑽ 特定事業の施行に要する経費の資金調達計画書（様式第２号）及び次に掲げる書類 

  ア 法人にあっては、直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに法人税、

法人事業税及び法人市県民税の納付すべき額及び納付済額を証する書類 

  イ 個人にあっては、資産に関する調書並びに直前３年の所得税、個人事業税及び個人市県民税の納付すべき額及び納付済額を証す

る書類 

  ウ 自己の資金を特定事業に要する経費に充てる場合には、預金残高を証明する書類その他これに類する書類 

  エ 借入金を特定事業に要する経費に充てる場合には、金融機関の融資を証明する書類 

 ⑾ 申請者及び法定代理人（申請者及び法定代理人が法人である場合には、その役員）が条例第９条第１号アからチまでのいずれにも

該当しない者であることを誓約する書類（様式第３号） 

 ⑿ その他市長が必要と認める書類及び図面 

 （特定事業場の構造に関する基準） 

第１０条 条例第９条第４号（条例第１１条第２項において準用する場合を含む。）の規則で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 特定事業区域において地盤が軟弱である場所がある場合は、当該場所の基礎地盤について適切な処理が講じられていること。 

 ⑵ 著しく傾斜している土地において特定事業を施行する場合は、施行する前の地盤と特定事業に使用された土砂等の接する面がすべ

り面とならないように、段切りその他の措置が講じられていること。 

 ⑶ 土砂等の埋立て等の高さ（土砂等の埋立て等により形成されたのり面の最下部（擁壁を設置する場合にあっては、当該擁壁の上端）

と最上部との高低差をいう。以下同じ。）及びのり面（擁壁を設置する場合にあっては、当該擁壁部分を除く。以下同じ。）の勾配

が、別表の左欄の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定めるとおりであること。 

 ⑷ 擁壁を設置する場合における当該擁壁の構造が、宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号）第８条から第



１２条までに規定する基準等に適合すること。 

 ⑸ 特定事業の完了後に、地盤の緩み、沈下又は崩壊が生じないように締固めその他の措置が講じられていること。 

 ⑹ 特定事業区域内の雨水その他の地表水を適切に排出することができるように、排水施設の設置その他の必要な措置が講じられてい

ること。 

 ⑺ のり面について、石張り、芝張り、モルタルの吹付け等により、風化その他の浸食に対して保護する措置が講じられていること。 

 ⑻ 埋立て等により堆積する土砂等の高さが５メートル以上である場合においては、高さ５メートルごとに幅１メートル以上の段が設

けられていること。 

 ⑼ 谷、沢状の土地等地表水が集中しやすい地形において特定事業を行う場合は、湧水及び浸透水を適切に排出できるよう、排水施設

の設置その他の必要な措置が講じられていること。 

 （事業内容の説明） 

第１１条 申請者は、条例第１０条第１項に規定する説明会の開催又は周知に当たっては、事業内容を記載した書面等を用いて分かりや

すく行うよう努めなければならない。 

 （説明会開催等の届出） 

第１２条 条例第１０条第１項の規定による説明会等を開催する申請者は、その開催を行う日から起算して７日前までに説明会等開催届

（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。 

 ⑴ 説明会で配布する資料又は周知する場合の資料 

 ⑵ 前項に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 説明会に出席できなかった周辺住民等が説明会で配布した資料の交付を求めた場合、説明会等を開催する申請者は、特定事業に係る

説明を加えた上で、当該資料を交付するよう努めなければならない。 

 （周辺住民等の意見の申出） 

第１３条 条例第１０条第２項の規定による意見の申出は、説明会の開催等が行われた日から１４日以内に、事業計画に対する意見を記

載した書面（以下「申出書」という。）を申請者に提出して行うものとする。この場合において、住民等代表者（周辺住民等を代表す

る者をいう。）は、周辺住民等の意見を集約し、申出書を提出することができる。 

２ 申請者は、前項の申出があった場合は、速やかに意見申出状況届（様式第５号）に申出書の写しを添えて市長に提出するとともに、

申出があった日から１４日以内に、周辺住民等に対して書面により回答するものとする。 

３ 申請者は、前項の回答を行った場合は、当該回答日から起算して７日以内に、回答状況届（様式第６号）に前項の書面の写しを添え

て市長に提出するものとする。 

 （軽微な変更） 



第１４条 条例第１１条第１項の規則で定める軽微な変更は、次に掲げる事項の変更とする。 

 ⑴ 条例第７条第１項の許可を受けた者（以下「許可事業者」という。）の氏名又は名称及び住所（法人にあっては、その代表者の氏

名及び役員の氏名） 

 ⑵ 現場事務所の所在地 

 ⑶ 現場責任者 

 ⑷ 特定事業に使用される土砂等の量又は一時的堆積事業における土砂等の最大堆積時の土砂等の量（土砂等の量を減少させるもので

あり、かつ、特定事業区域の面積の変更を伴わないものに限る｡） 

 ⑸ 特定事業の施行期間（当該期間を短縮させるものに限る｡） 

 ⑹ 土砂等の崩落等の発生を防止するための措置として設置した排水施設その他の施設の構造（当該施設の機能を高めるものに限る｡） 

 ⑺ 特定事業の目的 

 ⑻ 許可事業者又は法定代理人が法人である場合には、その役員 

 ⑼ 許可事業者が未成年である場合の法定代理人の氏名及び住所（法定代理人が法人である場合には、その名称及び住所並びにその役

員の氏名及び住所） 

２ 条例第１１条第４項の許可の申請は、特定事業変更許可申請書（様式第７号）により行わなければならないものとし、同項の規則で

定める書類及び図面は、第９条第３項各号に掲げる書類及び図面のうち変更事項に係る書類及び図面とする。 

３ 条例第１１条第４項第３号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 特定事業の許可番号 

 ⑵ その他市長が必要と認める事項 

４ 条例第１１条第５項の規定による届出は、特定事業変更届出書（様式第８号）により行わなければならない。 

５ 前項の届出書には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める書類を添付しなければならない。 

 ⑴ 第１項第１号に掲げる事項の変更の場合 許可事業者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書） 

 ⑵ 第１項第４号に掲げる事項の変更の場合 変更後の特定事業に使用される土砂等の量の積算を記載した計算書並びに変更後の特

定事業場の計画平面図及び計画断面図 

 ⑶ 第１項第６号に掲げる事項の変更の場合 変更後の排水施設その他の施設の構造図並びに流出量算定及び排水断面図算定を記載

した書面 

 ⑷ 第１項第８号に掲げる事項の変更の場合 許可事業者又は法定代理人の役員の住民票の写し及び条例第９条第１号アからチまで

のいずれにも該当しない者であることを誓約する書類（様式第３号） 

 ⑸ 第１項第９号に掲げる事項の変更の場合 法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合には、登記事項証明書） 



 （特定事業の着手の届出） 

第１５条 条例第１２条の規定による届出は、特定事業着手届出書（様式第９号）により行わなければならない。 

 （土砂等の搬入の届出） 

第１６条 条例第１３条の規定による届出は、搬入しようとする土砂等の量５，０００立方メートルごとに、土砂等搬入届出書（様式第

１０号）により行わなければならない。 

２ 条例第１３条の当該土砂等が当該採取場所から採取されたものであることを証する書面は、当該採取場所の土地の所有権その他の権

原に基づき土砂等を採取した者が発行した土砂等採取元証明書（様式第１１号）によらなければならない。 

 （土砂等管理台帳） 

第１７条 条例第１４条に規定する土砂等管理台帳については、搬入をした場合は特定事業土砂等管理台帳（様式第１２号）に、一時的

堆積事業において搬出をした場合は特定事業土砂等管理台帳（様式第１３号）によらなければならない。 

２ 条例第１４条第３号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 許可事業者の氏名又は名称 

 ⑵ 特定事業の許可番号 

 ⑶ 特定事業場の所在地 

 ⑷ 特定事業区域の面積 

 ⑸ 特定事業の施行期間 

 ⑹ 特定事業に使用される土砂等の量（一時的堆積事業にあっては、特定事業に使用される土砂等の量及び土砂等の最大堆積時におけ

る土砂等の量） 

 ⑺ 現場責任者の氏名 

 ⑻ 特定事業に使用される土砂等の採取場所ごとに、当該土砂等を採取した者の氏名又は名称 

 ⑼ その他市長が必要と認める事項  

３ 許可事業者は、毎月１５日までに、前月中における土砂等管理台帳の写しを市長に提出しなければならない。 

 （標識の掲示） 

第１８条 条例第１６条第１項の規定による標識の掲示は、特定事業が施行されている間、様式第１４号により、次に掲げる事項を記載

して行わなければならない。 

 ⑴ 特定事業の許可番号 

 ⑵ 特定事業の目的 

 ⑶ 特定事業場の所在地 



 ⑷ 許可事業者の氏名又は名称 

 ⑸ 許可事業者の住所及び電話番号並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 ⑹ 現場事務所の所在地及び電話番号 

 ⑺ 現場責任者の氏名 

 ⑻ 特定事業の施行期間 

 ⑼ 特定事業区域の面積 

 ⑽ 土砂等の搬入予定量（一時的堆積事業にあっては、年間の搬入及び搬出予定量） 

 ⑾ その他市長が必要と認める事項 

 （特定事業の廃止等の届出） 

第１９条 条例第１７条第２項の規定による届出は、特定事業廃止（休止・再開）届出書（様式第１５号）により行わなければならない。 

２ 前項の届出書には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める図面及び写真を添付しなければならない。 

 ⑴ 特定事業の廃止の場合 廃止後の特定事業区域の平面図、断面図及び写真 

 ⑵ 特定事業の休止の場合 特定事業に使用された土砂等の崩落等による災害の発生を防止するための措置を示す特定事業区域の平

面図、断面図及び写真 

 （特定事業の完了の届出） 

第２０条 条例第１８条第１項の規定による届出は、特定事業完了届出書（様式第１６号）により行わなければならない。 

２ 前項の届出書には、特定事業の完了時の特定事業区域の平面図、断面図及び写真を添付しなければならない。 

 （承継の届出） 

第２１条 条例第１９条第２項の規定による届出は、特定事業承継届出書（様式第１７号）により行わなければならない。  

２ 前項の届出書には、次の各号に掲げる書類及び書面を添付しなければならない。 

 ⑴ 地位を承継した事実を証する書面 

 ⑵ 地位を承継した者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書） 

 ⑶ 地位を承継した者が未成年者である場合には、法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合には、登記事項証明書） 

 （譲受けの許可の申請） 

第２２条 条例第２０条第２項の申請については、第９条第１項及び第３項（第３号から第５号まで及び第７号から第９号までを除く｡）

の規定を準用する。この場合において、第９条第１項中「第８条第１項」とあるのは「第２０条第２項」と、「特定事業許可申請書」

とあるのは「特定事業譲受け許可申請書」と、「様式第１号」とあるのは「様式第１８号」と、同条第３項中「第８条第２項」とある

のは「第２０条第２項」と、同項第１号中「申請者」とあるのは「条例第２０条第２項の許可を受けようとする者（以下この項及び第



２２条第２項において「譲受け申請者」という。）」と、同項第２号、第６号及び第１１号中「申請者」とあるのは「譲受け申請者」

と読み替えるものとする。 

２ 条例第２０条第２項第４号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 譲受けの理由 

 ⑵ 現場責任者の氏名 

 ⑶ 譲受け申請者が法人である場合には、その役員の氏名及び住所 

 ⑷ 譲受け申請者が未成年者である場合には、法定代理人の氏名及び住所（法定代理人が法人である場合には、その名称及び住所並び

にその役員の氏名及び住所） 

 （立入検査等の身分証明書） 

第２３条 条例第２５条第３項の身分を示す証明書は、環境省の所管する法律の規定に基づく立入検査等の際に携帯する職員の身分を示

す証明書の様式の特例に関する省令（令和３年環境省令第２号）の別記様式により作成するものとする。 

 （公表の方法） 

第２４条 条例第２６条の規定による公表は、市のホームページへの掲載その他の市長が適当と認める方法により行うものとする。 

 （書類等の提出） 

第２５条 条例及びこの規則の規定により市長に提出する書類及び図面の部数は、正副２通とする。 

   附 則 

 この規則は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

別表 

埋立て等の高さ のり面の勾配 

１０メートル以下 土砂等の埋立て等の高さに対する当該のり面の上端と下端の水平距離が１．８倍以上の勾配 

５メートル以下 土砂等の埋立て等の高さに対する当該のり面の上端と下端の水平距離が１．５倍以上の勾配 

上記以外のもの 安定計算を行い、安全が確保される勾配 



様式第１号 

年  月  日 

 鳥栖市長   様 

特定事業許可申請書 

 

申請者 住所又は所在地 

                  氏名（名称及び代表者氏名） 

                                     （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第８条第

１項の規定により、次のとおり特定事業の許可を申請します。 

特定事業区域の位置   

特定事業区域の面積 ㎡ 

特定事業の目的  

特定事業の用に供する施設の設置に関す

る計画 

 

現場事務所の所在地  

現場責任者の氏名  

特定事業に使用される土砂等の量 ㎥ 

土砂等の最大堆積時における土砂等の量

（一時的堆積事業の場合） 

 

㎥ 

特定事業の施行期間 年 月 日から  年 月 日まで 

特定事業が完了した場合における当該特

定事業場の構造（一時的堆積事業にあって

は土砂等の最大堆積時の構造） 

  

特定事業が施行されている間において特

定事業場の区域外への土砂等の崩落等の

発生を防止するための措置 

  

備考 現場事務所の所在地は、特定事業場の区域内又はその周辺地域が属する市町のほ

か、特別な事情があるとして市長が認めた場所を記入すること。 

 

 



申請者（個人である場合） 

     

  
（ふりがな） 

氏名 
生年月日 

本籍 

住所 

 
年 月 日 

 

 

申請者（法人である場合） 

     

  
（ふりがな） 

名称 
住所 

  

役員（法人である場合） 

     

  
（ふりがな） 

氏名 

生年月日 本籍 

役職名・呼称 住所 

 年 月 日  

  

  年 月 日  

  

  年 月 日  

  

   年 月 日  

  

法定代理人（申請者が未成年者である場合） 

  （法定代理人が個人である場合） 

 （ふりがな） 

氏名 
生年月日 

本籍 

住所 

  
年 月 日 

  

    

 （法定代理人が法人である場合） 

 （ふりがな） 

名称 
住所 

   

 役員（法定代理人が法人である場合） 

 （ふりがな） 

氏名 

生年月日 本籍 

 役職名・呼称 住所 

  年 月 日  

   

  年 月 日  

   

 

 



備考 この申請書には、次の書類及び図面を添付すること。 

 １ 申請者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書及び役員の住民票の写し） 

 ２ 申請者が未成年者である場合には、法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人

である場合には、登記事項証明書及び役員の住民票の写し） 

 ３ 特定事業の施行に関する計画書 

 ４ 特定事業場の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の図面並びに特定事業区域及

びその周辺の状況を示す図面 

 ５ 特定事業場の計画平面図及び計画断面図（一時的堆積事業にあっては、土砂等の最

大堆積時における計画平面図及び計画断面図）で、特定事業の施行前の状況を確認す

ることができるもの 

 ６ 特定事業区域の土地の登記事項証明書（申請者が当該土地の所有者でない場合にあ

っては、当該土地の登記事項証明書及び当該土地についての使用権原を証する書類）

及び公図の写し 

 ７ 特定事業に使用される土砂等の量（一時的堆積事業にあっては、土砂等の最大堆積

時における土砂等の量）の積算を記載した計算書 

 ８ 鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行

規則第９条に定める基準に適合していることを確認できる書類 

 ９ 特定事業場の周辺地域の住民への当該特定事業についての周知状況を示す書類及び

土地所有者等に説明したことを示す書類 

 10 特定事業の施行に要する経費の資金調達計画書（様式第２号）及び関係書類 

 11 申請者及び法定代理人（申請者及び法定代理人が法人である場合には、その役員）

が鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第９

条第 1号アからチまでのいずれにも該当しない者であることを誓約する書類（様式第

３号） 

 12 その他市長が必要と認める書類及び図面 



様式第２号 

 

特定事業の施行に要する経費の資金調達計画書 

   

内訳 金額（千円） 

特定事業の施行に必要な資金

の総額 

   

 土地   

事務所   

運搬車両等  

  

  

  

その他  

調

達

方

法 

自己資金  

借入金  

（借入先）  

  

  

  

その他  

増資  

備考 １ 内訳欄については、事業計画に応じて適宜変更すること。 

   ２ 計画書には、次の書類を添付すること。 

    ⑴ 法人にあっては、直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、個別注記表並びに法人税、法人事業税及び法人市県民

税の納付すべき額及び納付済額を証する書類 

    ⑵ 個人にあっては、資産に関する調書並びに直前３年の所得税、個人事業税及

び個人市県民税の納付すべき額及び納付済額を証する書類 

    ⑶ 自己の資金を特定事業に要する経費に充てる場合には、預金残高を証明する

書類その他これに類する書類 

    ⑷ 借入金を特定事業に要する経費に充てる場合には、金融機関の融資を証明す

る書類  



様式第３号 

 

誓約書 

 

年  月  日 

 

 鳥栖市長   様 

 

申請者 住所又は所在地 

                  氏名（名称及び代表者氏名） 

                                     （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 

申請者及び法定代理人（申請者及び法定代理人が法人である場合には、その役員）が、

鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第９条第１

号アからチまでのいずれにも該当しない者であることを誓約します。 

なお、市が必要と判断する場合には、関係機関に対し情報の照会を行うことについて承

諾します。 

 備考 １ 氏名は本人が自署すること。ただし、申請者が法人の場合は、本申請に係る

責任者の氏名の自署を付記し、法人代表者の氏名を記名とすることができる。 

    ２ 申請者が法人の場合にあっては、担当部署の責任者及び担当者の所属部署、

役職、氏名及び連絡先を確認することができる書面を添付すること。ただし、

他の方法により申請の確認を行うことができる場合は、この限りでない。 



様式第４号 

 

説明会等開催届 

 

                                年  月  日 

 鳥栖市長    様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                     （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１０条

第１項の規定による説明会等を開催するので、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。 

 

特定事業の 

位置 

 

特定事業場の面

積 

（実測）                   平方メートル 

うち特定事業区域の面積（実測）        平方メートル 

説明会等 開催方法  

開催日  

開催場所  

出席者  

説明者  

備考 １ 説明会の開催が困難であると市長が認め、周辺住民等へ周知する場合は、開催

方法欄に周知と記載すること。 

   ２ 説明会及び周知に使用する資料を添付すること。 

  



様式第５号 

 

意見申出状況届 

 

                               年  月  日  

 鳥栖市長    様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                  （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 次のとおり周辺住民等から意見の申出がなされたので、鳥栖市土砂等の埋立て等による

土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１０条第４項の規定により、その内容に

ついて関係書類を添えて届け出ます。 

 

特定事業の位置  

特定事業場の面積 
（実測）                  平方メートル 

うち特定事業区域の面積（実測）       平方メートル 

 

 

意見の内容 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第６号 

 

回答状況届 

 

                               年  月  日  

 鳥栖市長    様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                  （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 次のとおり周辺住民等に対し回答を行ったので、鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の

汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１０条第４項の規定により、回答の結果につい

て関係書類を添えて届け出ます。 

 

特定事業の位置  

特定事業場の面積 
（実測）                  平方メートル 

うち特定事業区域の面積（実測）       平方メートル 

回 答 日 時  

回 答 場 所  

回 答 内 容  

回 答 結 果  

  



様式第７号 

特定事業変更許可申請書 

年  月  日 

 鳥栖市長   様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                  （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１１条

第４項の規定により、次のとおり特定事業の変更の許可を申請します。 

特定事業の許可番号 年 月 日 第    号 

変更の内容 

変更前 変更後 

    

変更の理由 

  

その他 
 

備考 この申請書には、鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止

に関する条例第９条第３項各号に掲げる書類及び図面のうち変更事項に係る書類及び

図面を添付すること。 



様式第８号 

特定事業変更届出書 

年  月  日 

 鳥栖市長   様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                  （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 特定事業に係る軽微な変更を行ったので、鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及

び災害の発生の防止に関する条例第１１条第５項の規定により、次のとおり届け出ます。 

特定事業の許可番号 年 月 日 第    号 

変更の内容 

変更前 変更後 

  

変更の理由 

  

変更年月日 年 月 日 

その他  

備考 この届出書には、次の書類及び図面を添付すること。 

 １ 許可事業者の氏名又は名称及び住所（法人にあっては、その代表者の氏名）の変更

の場合にあっては、当該許可事業者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明

書） 

 ２ 特定事業に使用される土砂等の量又は一時的堆積事業における土砂等の最大堆積時

の土砂等の量（土砂等の量を減少させるものであり、かつ、特定事業区域の面積の変

更を伴わないものに限る｡）の変更の場合にあっては、変更後の特定事業に使用される

土砂等の量（一時的堆積事業にあっては、土砂等の最大堆積時における土砂等の量）

の積算を記載した計算書並びに変更後の特定事業場の計画平面図及び計画断面図 



 ３ 土砂等の崩落等の発生を防止するための措置として設置した排水施設その他の施設

の構造（当該施設の機能を高めるものに限る｡）の変更の場合にあっては、変更後の排

水施設その他の施設の構造図並びに流出量算定及び排水断面図算定を記載した書面 

 ４ 許可事業者又は法定代理人が法人である場合であって、その役員の変更のときは、

当該役員の住民票の写し及び鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発

生の防止に関する条例第９条第１号アからチまでのいずれにも該当しない者であるこ

とを誓約する書類（様式第３号） 

 ５ 許可事業者が未成年である場合の法定代理人の氏名及び住所（法定代理人が法人で

ある場合には、その名称及び住所並びにその役員の氏名及び住所）の変更の場合にあ

っては、法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合には、登記事項証

明書）   



様式第９号 

特定事業着手届出書 

年  月  日 

 鳥栖市長   様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                  （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 

 特定事業に着手したので、鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の

防止に関する条例第１２条の規定により、次のとおり届け出ます。 

特定事業の許可番号 年 月 日 第    号 

特定事業区域の位置  

着手年月日 年 月 日 

土砂等の搬入開始予定年月日 年 月 日 



様式第１０号 

土砂等搬入届出書 

年  月  日 

 鳥栖市長   様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                  （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 特定事業区域に土砂等を搬入したいので、鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及

び災害の発生の防止に関する条例第１３条の規定により、次のとおり届け出ます。 

特定事業の許可番号 年 月 日 第    号 

特定事業区域の位置 
 

 

土砂等の採取場所の所在地 
 

 

土砂等を採取した者 

氏名（名称及び代表者氏名） 

 

住所 

 

電話番号 

搬入する土砂等の量                      ㎥ 

土砂等の搬入期間 年 月 日から  年 月 日まで 

土砂等の運搬事業者 

氏名（名称及び代表者氏名） 

 

住所 

 

電話番号 

備考 この届出書には、土砂等採取元証明書（様式第１１号）を添付すること。



様式第１１号 

土砂等採取元証明書 

年  月  日 

 許可事業者  

       様 

                   

土砂等の採取元 

住所 〒 

                  氏名（名称及び代表者氏名） 

                                     （※） 

                                         

             （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外で

も、本人（代表者）が自署しない場合は、記名押印してく

ださい。 

 次のとおり土砂等を採取したことを証明する。 

土砂等の採取場所の

所在地 

 

採取した土砂等が建

設工事等により発生

した場合にあって

は、当該建設工事等

の概要 

工事名  

施行場所  

発注者 

氏名（名称及び代表者氏名） 

 

住所 

 

電話番号   

工事の施行

期間 

年 月 日から  年 月 日まで 

採取した土砂等の量                          ㎥ 

採取した土砂等の運

搬事業者 

氏名（名称及び代表者氏名） 

 

住所 

 

電話番号 

採取場所に関して土

砂等の採取者が有す

る権原 

 



様式第１２号 

特定事業土砂等管理台帳（搬入の場合） 

 

                           （   年  月分） 

許可事業者名   特定事業の許可番

号 

  

特定事業場の所在地  特定事業区域の面

積 

 

特定事業の施行期間 
 特定事業に使用さ

れる土砂等の量 

 

現場責任者氏名  最大堆積時の土砂

等の量（一時的堆積

事業の場合） 

 

電話番号  

                                  （単位：㎥） 

日

付 
搬入量 採取場所ごとの内訳 

  前月まで

の累計 

（  ） 

採取場所 

 

 

採取者名 

 

 

採取場所 

 

 

採取者名 

 

採取場所 

 

 

採取者名 

 

採取場所 

 

 

採取者名 

 

１      

２      

３      

４      

５      

６      

７      

８      

９      

10      

11      

12      

備考 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添

付すること。 



様式第１３号 

 

特定事業土砂等管理台帳（一時的堆積事業に係る搬出の場合） 

 

                             （   年  月分） 

許可事業者名 
 

 

特定事業の許可番

号 

 

特定事業場の所在地 
 特定事業区域の面

積 

 

特定事業の施行期間  
最大堆積時の土砂

等の量 

 

現場責任者氏名  

電話番号  

                                  （単位：㎥） 

日

付 
搬出量 搬出先ごとの内訳 残量 

  前月まで

の累計 

（   ） 

搬出先 搬出先 搬出先 前月までの累計 

（   ） 

１      

２      

３      

４      

５      

６      

７      

８      

９      

10      

11      

12      

備考 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添

付すること。  



様式第１４号 

 

  

土砂等の埋立て等の許可に関する標識 

特定事業の許可番号 年 月 日 第    号 

特定事業の目的  

特定事業の所在地  

許可事業者 

氏名（名称及び代表者氏名） 

 

住所 

 

電話番号 

現場事務所の所在地

及び電話番号 

所在地 

 

電話番号 

現場責任者の氏名  

特定事業の施行期間 年 月 日から  年 月 日まで 

特定事業区域の面積 ㎡ 

土砂等の搬入予定量

（一時的堆積事業の

場合は、年間の搬入

及び搬出予定量） 

 

90センチメートル以上 

90センチ

メートル

以上 



様式第１５号 

特定事業廃止（休止・再開）届出書 

年  月  日 

 鳥栖市長   様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                  （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 特定事業を 廃止・休止・再開 したいので、鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚

染及び災害の発生の防止に関する条例第１７条第２項の規定により、次のとおり届け出ま

す。 

特定事業の許可番号 年 月 日 第    号 

廃止（休止・再開）年月日 年 月 日 

休止期間   年 月 日から  年 月 日まで 

備考 この届出書には、次の図面及び写真を添付すること。 

 １ 特定事業の廃止の場合にあっては、廃止後の特定事業区域の平面図、断面図及び写

真 

 ２ 特定事業の休止の場合にあっては、特定事業に使用された土砂等の崩落等による災

害の発生を防止するための措置を示す特定事業区域の平面図、断面図及び写真  



様式第１６号 

特定事業完了届出書 

 

年  月  日  

 

 鳥栖市長   様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                  （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

   

 

 特定事業を完了したので、鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の

防止に関する条例第１８条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

特定事業の許可番号 年 月 日 第    号 

完了年月日 年 月 日 

備考 この届出書には、特定事業の完了時の特定事業区域の平面図、断面図及び写真を添

付すること。 



様式第１７号 

特定事業承継届出書 

 

年  月  日  

 

 鳥栖市長 様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                  （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 特定事業の許可に係る地位を承継したので、鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染

及び災害の発生の防止に関する条例第１９条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

特定事業の許可番号 年 月 日 第    号 

被承継者 

氏名（名称及び代表者氏名） 

 

住所 

 

電話番号 

承継の理由  

承継年月日 年 月 日 

備考 この届出書には、次の書面及び書類を添付すること。 

 １ 地位を承継した事実を証する書面 

 ２ 地位を承継した者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書） 

 ３ 地位を承継した者が未成年者である場合には、法定代理人の住民票の写し（法定代

理人が法人である場合には、登記事項証明書） 

  



様式第１８号 

特定事業譲受け許可申請書 

年  月  日  

 鳥栖市長 様 

                 申請者 住所又は所在地 

                     氏名（名称及び代表者氏名） 

                                  （※） 

                                         

                     電話番号 

          （※）法人の場合は、記名押印してください。法人以外でも、本人

（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。 

 

 鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第２０条

第２項の規定により、次のとおり特定事業の譲受けの許可を申請します。 

譲受けに係る特定事業の許

可の許可番号 
年 月 日 第    号 

譲受けに係る特定事業の許

可を受けた者 

氏名（名称及び代表者氏名） 

住所 

電話番号 

特定事業区域の位置  

現場責任者の氏名  

譲受けの理由  

申請者（個人である場合） 

     

  

（ふりがな） 

氏名 
生年月日 

本籍 

住所 

 
年 月 日 

 

 

申請者（法人である場合） 

     

  

（ふりがな） 

名称 
住所 

  

役員（法人である場合） 

     （ふりがな） 

氏名 

生年月日 本籍 

役職名・呼称 住所 



   年 月 日  

  

  年 月 日  

    

  年 月 日  

  

   年 月 日  

  

法定代理人（申請者が未成年者である場合） 

  （法定代理人が個人である場合） 

 （ふりがな） 

氏名 
生年月日 

本籍 

住所 

  
年 月 日 

  

    

 （法定代理人が法人である場合） 

 （ふりがな） 

名称 
住所 

   

 役員（法定代理人が法人である場合） 

 （ふりがな） 

氏名 

生年月日 本籍 

 役職名・呼称 住所 

  年 月 日  

   

  年 月 日  

   

備考 この申請書には、次の書類及び図面を添付すること。 

 １ 鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第２０

条第２項の許可を受けようとする者（以下「譲受け申請者」という。）の住民票の写し

（法人にあっては、登記事項証明書及び役員の住民票の写し 

 ２ 譲受け申請者が未成年者である場合には、法定代理人の住民票の写し（法定代理人

が法人である場合には、登記事項証明書及び役員の住民票の写し） 

 ３ 特定事業区域の土地の登記事項証明書（譲受け申請者が当該土地の所有者でない場



合にあっては、当該土地の登記事項証明書及び当該土地についての使用権原を証する

書類）及び公図の写し 

 ４ 特定事業の施行に要する経費の資金調達計画書（様式第２号）及び関係書類 

 ５ 譲受け申請者及び法定代理人（譲受け申請者及び法定代理人が法人である場合に

は、その役員）が鳥栖市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に

関する条例第９条第１号アからチまでのいずれにも該当しない者であることを誓約す

る書類（様式第３号） 

 ６ その他市長が必要と認める書類及び図面 

 


